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大学と地域が連携する意義と課題 
―北海道中川町における地域連携活動を事例に―
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Abstract

This paper discussed the significance of university-community collaboration based on community collaboration 
activities conducted by the authors, who were university faculty members, in Nakagawa Town from 2017 to 
2019. The paper also examined the resulting challenges. Our findings suggest that young students’ visits to 
the community provide the residents with a sense of fulfillment and enjoyment, sometimes compensated for 
a shortage of human resources and expertise within the community, and lead to increased recognition of the 
community as activities continue. Additionally, students and faculty gain practical education and research 
opportunities through fieldwork, which benefits both the university and the community. However, some 
challenges exist: in cases of collaboration with a region distant from the university, such as Nakagawa, the high 
costs associated with fieldwork must be considered. Furthermore, if an exchange is interrupted, considerable 
effort and time may be required to restore the relationship that had been established.
キーワード：地域づくり，人口減少，高齢化，フィールドワーク，北海道中川町
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1. はじめに
　近年，多くの地域は基幹産業の衰退に伴う人口減少や
高齢化といった問題に直面している（金子，2016）。特に，
大都市から遠く離れた地方自治体や集落が置かれている
状況は厳しさを増しており，地域に山積する課題の解決
策が模索されてきた。しかし，地域づくりに関する専門
知識やノウハウが不足している場合や，人口流出に伴う
担い手不足など，地域側の努力だけでは解決が難しいこ
とも多い。こうした中，近年では農村などを中心に，地
域外のアクターとの連携による地域づくりに対して関心
が寄せられている（小田切，2019）。その一つに，大学
と地方自治体の地域連携が挙げられる。
 　大学が担うべき役割は主に教育と研究であるが，近年
では得られた知見を用いて地域社会が実際に抱える種々
の問題，すなわち人口減少や高齢化，産業の空洞化，環
境破壊などの解決に寄与することも求められている（西
村，2016）。大学が地域連携に取り組むべき理由は，地

域社会に貢献することだけではない。例えば，地域が
抱える実際の課題に接することで，学生や教員が実践的
なスキルを修得できる可能性がある。また，地域との連
携を強化することで，大学の地域における認知度を向上
させることが期待される。つまり地域連携は，大学と地
域社会の双方にとってメリットのある取組みであると考
えられる。このため，多くの大学では地域連携が重視さ
れ，実践的な教育・研究のアプローチが試みられており，
フィールドワークを通じて学生と住民が現地で交流する
姿や，そこに生じた課題が報告されている（例えば，池田，
2015；河本，2019；宮地，2019）。しかし，依然として
実際の現場での取組み状況について十分な調査・研究の
蓄積がなされているとはいい難い (野澤，2016)。そこで
本稿では，北海道中川町での大学と地域との連携活動を
事例として，大学と地域が連携する意義について考察し，
そこに生じる課題を検討する。
　以下，2章では事例地域を概観し，3章では中川町が
地域連携事業に取組むようになった経緯を整理する。4

章では，筆者らが所属する日本大学文理学部 (以下，文
理学部 )と中川町との地域連携事業のうち，主に 2017～
2019年の活動を報告する。最後に 5章では得られた知見
をまとめて結論を述べる。
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2. 中川町の概要
　中川町は北海道の北部に位置する (図 1)。同町には，
稚内市と旭川市とを結ぶ JR宗谷本線および国道 40号が
通っており，稚内空港から自動車で約 2時間 30分，旭
川空港から約 4時間程度の距離にある。明治期に入植が
はじまり，自給用のキビや麦類，馬鈴薯などをはじめ，
商品作物として菜種類や薄荷が作付されて以降，農業が
中川町の基幹産業として位置づけられるようになった
（中川町，2016）。また，町面積の約 87%を森林が占めて
おり，林業も盛んであった。しかし，高度経済成長期の
1960年ごろより離農者が増加し，1964年の木材の完全
輸入自由化以降，安価な木材が流通したこともあり，町
の林業も衰退した。
　基幹産業である農林業の衰退に伴い，中川町では人口
減少と高齢化が急速に進行している (図 2)。また，人口

図 中川町の位置
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図 1 中川町の位置

図 中川町における人口推移（ － 年）
資料：国勢調査により作成．

図 2 中川町における人口推移（1955－ 2020年）
資料：国勢調査により作成．
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の減少率と高齢化率は北海道内でも高く (図 3)，中川町
は典型的な過疎地域として位置づけられる。このため，
同町では地域の存続に向けた活性化に取組むことが急務
となっており，その方法が模索されてきた。
　図 4は，中川町における主なイベントおよび取組みの
実施状況を示したものである。これによると，明治期お
よび大正期から実施される中川神社祭や佐久神社祭と
いった神事以外のイベントや取組みは，いずれも 1970

年以降よりはじまっており，人口減少と高齢化が進行し
てから企画・運営されている。また，水切り祭やきこり
祭のように，2010年以降に開始されたイベントもある。
すなわち中川町は，地域の衰退を受けて，地域の活性化
に向けた様々な取組みを模索し，実行してきたといえる。

3. 中川町が地域連携事業に至った経緯
　前章で述べた通り，中川町は人口減少と高齢化を背景
として，地域の活性化に取組んできた。しかし，地域内
だけでは人材やノウハウが不足しており，これを補うた
めに，中川町は地域外，特に都市部との交流・連携を目
指した。その中で，中川町は 1997年に札幌大学で開催
された地域活性化に関するシンポジウムにおいて，東京
都世田谷区に位置する下高井戸商店街が地方との交流を
求めていることを知った。これを機に，中川町役場や中
川町商工会議所などの関係者を中心に下高井戸商店街を
幾度も訪問し，交流・連携に向けた協議を重ねた。1998

年以降，中川町は下高井戸商店街で毎年開催される「大
さくらまつり」に参加するようになり，同商店街の関係
者は中川町を訪問するようになった。
　中川町は下高井戸商店街との交流を続ける中で，2006

年には下高井戸商店街が位置する世田谷区の「世田谷区
民まつり」に参加・出店した。世田谷区は，それまでに
多くの地方自治体と交流・連携事業を行っていたことも
あり，中川町とも自治体間の交流事業を行うようになっ
た。これ以降，中川町民が世田谷区で開催される祭事や
イベントなどに積極的に参加するようになった。中川町
役場および中川町商工会議所の関係者によると，下高井
戸商店街や世田谷区との交流を続けたことで，世田谷区
内での中川町の知名度は少しずつ向上し，同町を訪問す
る世田谷区民が経年的に増加傾向にあったとのことであ
る。
　中川町は関係人口を着実に増やしてきたが，若年層の
獲得が課題となっていた。そこで中川町は，世田谷区内
に立地し，下高井戸商店街と直結する文理学部に注目し
て，大学生をはじめとする若年層との交流拡大を目指し
た。2015年に中川町関係者が文理学部を訪問し，大学と

図 3 地域別にみる人口増減率 (1985-2020年 )と高齢化率
(2020年 )の関係
資料：国勢調査により作成．

図 4 中川町における主なイベント・施設・特産品の開始年と実施状況
資料：中川町資料により作成．
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地域の連携に向けた協議が進められるようになった。そ
の結果，文理学部の教職員が中川町を視察し，交流を強
化していくことが決定された。
　このように，中川町は積極的に地域外との交流を図り，
下高井戸商店街を中心に，世田谷区や文理学部など，交
流の範囲を拡大していった。その中で，2016年には下高
井戸商店街の一画に中川町の情報発信拠点施設「ナカガ
ワのナカガワ」を設立した（図 5）。これは，世田谷区民
および文理学部の関係者を対象に，中川町の魅力を発信
するための施設であり，中川町商工会，中川町観光協会，
中川町，世田谷区，下高井戸商店街，文理学部，以上 6

者によって設立されたものである。都心部に設立される
ことの多い地方自治体のアンテナショップは，特産品の
販売や地域情報の PRが中心であり，人的な交流は不十
分であることが指摘されていた (吉田，1996)。この点を
踏まえ，「ナカガワのナカガワ」は特産品の販売を行う
ものの，それを主目的とはしておらず，「中川町を知っ
てもらうこと」，「人との交流」を目的としている。この
ため，多くのアンテナショップのように，都心部に立地
し，不特定多数の人々に PRするのではなく，下高井戸
商店街や文理学部の関係者，世田谷区民に限定して情報
発信を行っている。
　中川町商工会議所の職員によると，「ナカガワのナカ
ガワ」を開設して以降，中川町を訪問する人の数はわず
かながら増加し，特に，下高井戸商店街の近隣住民や文
理学部の関係者が中川町を定期的に訪れるようになった
ことは大きい，とのことであった。すなわち，「ナカガ
ワのナカガワ」は広報においては一定程度の効果をおさ
めたといえよう。
　ただし，「ナカガワのナカガワ」の運営には課題もある。
その設立は前述した通り 6者共同で行ったが，施設の維
持費は基本的に中川町が負担している。「ナカガワのナ
カガワ」の維持費は年間で約 1,500万円かかっており，
中川町の人口減少にともなって税収が減少し，地方交付
金も減額される状況下で，町の財政を圧迫している。こ
のため，町内には「ナカガワのナカガワ」の経済的自立
を望む声もあるが，売り上げは想定ほど上がらず，現時
点では難しい状況にある。下高井戸商店街や文理学部で
の知名度向上に一定程度の貢献はしているものの，費用
対効果を考えると，中川町民の一部に理解されない，あ

るいは反感を買ってしまうこともあり，施設運営の継続
は当面の課題となっている。

4. 文理学部と中川町との地域連携活動
　以上のように，中川町は地域の衰退の問題解消をめざ
し，下高井戸商店街との交流を継続して，世田谷区や文
理学部との連携を実現してきた。本章では，筆者らが
2017～ 2019年度にかけて行った中川町での地域連携プ
ロジェクトの内容を示す。
　中川町と文理学部の交流がはじまったのは，前述の通
り，2015年からである。しかし，文理学部には地域連携
の知識やノウハウを有する者が少なく，具体的な連携像
が見いだせなかった。そこで，授業でフィールドワーク
を実践する地理学科が中心となり，現地での活動方法を
検討した。その後，度重なる協議を経て，2017年度より
筆者らを含めた文理学部地理学科の一部教員，大学生，
大学院生が中川町を継続的に訪問するようになり，同町
をフィールドとした実践的な教育・研究活動がはじまっ
た。
　2017年度には，筆者らを中心に中川町が抱える地域的
な課題を探り，地域の活性化に寄与することを目的とし
た『北海道中川町の地域再生に向けたプロジェクト』を
立ち上げた。表 1は，このプロジェクトで中川町を訪問
した期間と目的，参加者数を示したものである。

図 下高井戸商店街の一画に位置する「ナカガワのナカガワ」（ 年に筆者撮影）図 5 下高井戸商店街の一画に位置する「ナカガワのナカ
ガワ」（2017年に筆者撮影）

表 1 プロジェクトの期間・目的・参加者数
期間 目的 参加者数

2017年 9月 15日～ 19日 地域イベントが地域づくりに果たす役割 教員 2名，大学院生 2名，大学生 6名
2018年 8月 2日～ 6日 地域資源を活かした地域づくりの可能性の検証 1 教員 2名，大学院生 1名，大学生 12名
2019年 9月 13日～ 16日 地域資源を活かした地域づくりの可能性の検証 2 教員 2名，大学院生 2名，大学生 8名
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　プロジェクトでは，大学院生と学生が中心となって中
川町の特徴を統計データや各種資料により把握した上
で，中川町役場および中川町商工会議所の職員と現地調
査の内容を協議した。その中で，中川町は町外から人を
呼び込むためのイベントに積極的に取組んでいるもの
の，慢性的な人手不足に陥っていることを把握した。特
に，例年 9月に開催される町内で最も大規模なイベント
「なかがわ秋味まつり」には（図 6），多くの参加者が集
まるため，中川町より大学生からの支援を受けたいとの
要請があった。そこで学生は，地域の活性化を目的とし
て開催される「なかがわ秋味まつり」の意義を探りつつ，
調査の合間にイベント運営の手伝いを行うことになっ
た。
　現地において学生は，中川町役場や中川町商工会議所
の関係者をはじめ広く町民と意欲的に交流し，中川町の
暮らしや歴史を学んだ。「なかがわ秋味まつり」におい
てはイベント参加者に対してアンケート調査を行い，満
足度の高いことやリピーターが多いことを確認した。他
方で，高齢化が進む中川町では，イベント時に使用する
重たい椅子やテーブルなどを運搬するための人手も不足
しており，学生は自主的に手伝いをした。その返礼の意
味で，「なかがわ秋味まつり」終了後には町民主催の慰
労会に学生も招かれており，さらに交流を深めた。
　調査後には，中川町の関係者も文理学部を定期的に訪
れるようになり，大学内でも中川町の認知度が高まった。
その結果，文理学部で例年 11月に開催される学園祭「桜
麗祭」に中川町が参加・出店するようになり，中川町
の特産品を販売するようになった。販売スタッフは主に
中川町観光協会の職員であるが，現地で交流した学生も
手伝いに入るなど，交流の深まりが伺えた。また，中川
町の特産品を大学内で販売することで，それまで関係の
薄かった教職員や学生にも一定程度，認知されるように

なった。
　こうして，文理学部は実践的な教育・研究の場を，中
川町は研究結果のフィードバックと人材の補填を得るこ
とができた。また，個人的な旅行で中川町を訪問する学
生も現れ，それを受け入れる住民の楽しみや生きがいに
もなっていた。さらに，一部の学生は前述の「ナカガワ
のナカガワ」でアルバイトをしたり，商品開発に関わっ
たりもした。
　以降，プロジェクトメンバーに入れ替わりはあるもの
の，学生が中心となって主に夏季休暇期間において中川
町を訪問して調査が行われるようになり，その結果を定
期的に開催された報告会で発表を行った。中川町役場お
よび中川町商工会議所の職員によれば，学生は遠慮なく
地域の問題点を指摘してくれるが，その中には若者目線
の提案・提言が含まれており，それらは地域政策を検討
する上で有益な情報である，とのことであった。
　しかし，文理学部と中川町との地域連携活動には課題
も残されている。それは，大学と中川町との距離に起因
する経済的負担である。東京都から中川町を訪問する場
合，基本的には航空機の使用が不可欠である。また，図
1で示した通り，最寄りの旭川空港および稚内空港から
も距離があるため，交通費が高額となる。これについて
は，交通費の一部を中川町が負担するという案もあった
が，同町の負担が大きくなることは持続性の観点からも
問題であり，学生の自己負担とした。また，中川町は東
京都からの日帰りは難しく，宿泊が不可欠であるが，町
内に 1件ずつあるホテルと旅館の宿泊費はおよそ 6千円
～ 1万円である。交通費と宿泊費を合わせると学生の負
担は大きすぎる。河本（2019）なども指摘する通り，宿
泊を伴うフィールドワークでの費用節減が必要であっ
た。そこで，中川町内の空き家を宿舎として活用するこ
とになり，学生は貸布団代および電気代として 1泊 500

円の負担で宿泊できることとなった。交通費は高額であ
るが，宿泊費が大幅に抑えられたことで，学生の経済的
負担は軽減された。とはいえ，航空券代の高さを理由に，
意欲があっても参加できない学生も多いのが現状であ
る。
　また，新型コロナウイルス感染症の流行の影響は大き
かった。2017～ 2019年度にかけて，文理学部と中川町
は着実に関係性を築いてきたが，2020年に流行した新型
コロナウイルス感染症の影響で，数年にわたり直接的な
交流が行われなかった。その間，中川町を訪問した経験
のある学生・大学院生は全て卒業・修了し，中川町を知
る者は大幅に減少した。これに対し，筆者らと中川町の
関係者はオンライン会議により打ち合わせを行って交流

図 なかがわ秋味まつりの様子（ 年に筆者撮影）図 6 なかがわ秋味まつりの様子（2017年に筆者撮影）
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再開を目指した。2021年 6月には，文理学部と中川町の
連携を強化すべく，包括連携協定を締結した。新型コロ
ナウイルス感染症の流行が落ち着いた 2022年 8月には，
筆者らを含む文理学部の一部の教職員と大学生，大学院
生が中川町を訪問し，交流が再開された。さらに，文理
学部と中川町との協議の結果，前述の「ナカガワのナカ
ガワ」の 2号店である「ナカガワのナカガワ日大店」が
文理学部内の一画にオープンし，特産品等の販売を開始
した。これらにより，文理学部内での中川町の認知度は
回復しつつある。しかし，中川町を訪問する学生の数は
少なく，下高井戸商店街の「ナカガワのナカガワ」を認
知している者は限られていることから，コロナ禍以前の
状況に戻るには時間を要すると考えられる。

5. おわりに
　本稿の目的は，北海道中川町での大学と地域との連携
活動を事例として，大学と地域社会が連携する意義につ
いて考察し，そこに生じる課題を検討することであった。
　中川町のように人口減少，高齢化が急速に進む地方自
治体には，自立した地域づくりが困難である場合も多く，
地域外のアクターとの関わりが不可欠となる。そのよう
な地域に対し，大学が果たすべき役割には，課題解決に
向けた調査・研究はもとより，実践的なフィールドワー
クを通じ，人的交流を深めることも内含されるであろう。
　本稿で示したように，若い学生が地域を訪問すること
は住民に幸福感を与え，時には地域に不足する人材やノ
ウハウを補うことにもなる。また，活動を継続すること
で地域の認知度が向上することにも繋がる。一方，学生
や教員はフィールドワークを通じて実践的な教育・研究
の場を得ることができる。すなわち，大学と地域の双方
にとってのメリットは大きいと考えられる。
　ただし，中川町のように大学から遠く離れた地域との
連携を検討する場合，フィールドワークにかかる費用が
高額になることを考慮する必要がある。この点，国や地
方自治体などの補助金を獲得することができれば，一定
程度，費用を補うことは可能であろう。しかし，財源に
は限りがあるし，毎年のように補助金を獲得できる保証
もない。大学においても，経済的に援助するには限界が
ある。すなわち，学生や教員に係る経済的負担をいかに
抑えるのかを，フィールドワークを実施するたびに検討
することになる。地域連携事業が地域づくり，もしくは
大学教育の一環であることに鑑みると，持続可能である
ことが求められることになるが，そのためにも学生や教
員が安定して現地に赴くことができるようにすることは
大きな課題となる。このことについては中塚・内平（2014）

も同様の指摘があり，より多くの事例研究を積み重ね，
解決策を模索する必要がある。また，地域連携の持続性
に関連して，一度でも交流が中断すると，築き上げてき
た関係性を元に戻すまでには多くの労力と時間を要する
ことも示唆された。本稿では，コロナ禍という特殊な状
況下にあって交流が中断した事例を紹介したが，新型コ
ロナウイルス感染症以外にも感染症の流行が起こる可能
性はあり，自然災害等のリスクも少なからずある。様々
な障害が生じることも考えられる中で，大学と地域の関
係性を持続可能な形で継続する方法を検討する必要もあ
る。これらの課題については，今後の地域連携活動を通
じて検証したい。
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